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第４５号議案

芦屋市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例の制定について

 芦屋市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例を別紙のように定める。

平成２７年３月２日提出

                        芦屋市長 山 中  健

提案理由

 介護保険法施行規則等の一部を改正する省令による指定介護予防支援等の事業の人

員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準の一部改正に伴い，指定介護予防支援の具体的取扱方針に係る規定を整備

するため，この条例を制定しようとするもの。
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芦屋市条例第  号

芦屋市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例

 芦屋市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（平

成２６年芦屋市条例第３８号）の一部を次のように改正する。

 第１１条中「又は」を「及び」に，「若しくは」を「又は」に改める。

第３０条第２項第１号中「第３２条第１３号」を「第３２条第１４号」に改め，同

項第２号エ中「第３２条第１４号」を「第３２条第１５号」に改め，同号オ中「第３

２条第１５号」を「第３２条第１６号」に改める。

 第３２条中第２６号を第２７号とし，第１８号から第２５号までを１号ずつ繰り下

げ，同条第１７号中「第１２号」を「第１３号」に，「第１３号」を「第１４号」に改

め，同号を同条第１８号とし，同条中第１６号を第１７号とし，同条第１５号中「第

１３号」を「第１４号」に改め，同号イ中「指定介護予防通所介護事業所（指定介護

予防サービス等基準第９７条第１項に規定する指定介護予防通所介護事業所をいう。）

又は」を削り，同号を同条第１６号とし，同条中第１４号を第１５号とし，第１３号

を第１４号とし，同条第１２号中「介護予防訪問介護計画（指定介護予防サービス等

の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下「指定介

護予防サービス等基準」という。）第３９条第２号に規定する介護予防訪問介護計画を

いう。）」を「介護予防訪問看護計画書」に改め，同号を同条第１３号とし，同条第１

１号の次に次の１号を加える。

(12)  担当職員は，介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス事業者

等に対して，介護予防訪問看護計画書（指定介護予防サービス等の事業の人員，

設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下「指定介護予防

サービス等基準」という。）第７６条第２号に規定する介護予防訪問看護計画書を 
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いう。次号において同じ。）等指定介護予防サービス等基準において位置付けられ

ている計画の提出を求めるものとする。

 第３２条に次の１号を加える。

(28) 指定介護予防支援事業者は，法第１１５条の４８第４項の規定に基づき，同条

第１項に規定する会議から，同条第２項の検討を行うための資料又は情報の提供，

意見の開陳その他必要な協力の求めがあった場合には，これに協力するよう努め

なければならない。

附 則

 この条例は，公布の日から施行する。
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 参 照 １ 

芦屋市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

の一部改正要綱

１ 改正の趣旨

  介護保険法施行規則等の一部を改正する省令による指定介護予防支援等の事業の

人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準の一部改正に伴い，指定介護予防支援の具体的取扱方針に係る規

定を整備するため，この条例を制定しようとするもの。

２ 改正の内容

(1)  指定介護予防支援の具体的取扱方針（第３２条関係） 

   ア  指定介護予防支援事業所の担当職員は，介護予防サービス計画に位置付けた

指定介護予防サービス事業者等に対して，介護予防訪問看護計画書等の提出を

求めるものとする。 

    イ  指定介護予防支援事業者は，地域ケア会議から，支援対象被保険者への適切

な支援を図るために必要な検討を行うとともに，支援対象被保険者が地域にお

いて自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関する検討を行うための

資料又は情報の提供，意見の開陳その他必要な協力の求めがあった場合には，

これに協力するよう努めなければならないこととする。 

(2)  その他所要の規定の整備 

３ 施行期日 

公布の日 
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参 照 ２ 

介護保険法抜粋（平成２７年４月１日施行） 

（地域支援事業） 

第１１５条の４５ （第１項省略） 

２ 市町村は，介護予防・日常生活支援総合事業のほか，被保険者が要介護状態等と

なることを予防するとともに，要介護状態等となった場合においても，可能な限り，

地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するため，地域支援事

業として，次に掲げる事業を行うものとする。 

（第１号及び第２号省略） 

(3)  保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による被保険者の居宅サービ

ス計画及び施設サービス計画の検証，その心身の状況，介護給付等対象サービス

の利用状況その他の状況に関する定期的な協議その他の取組を通じ，当該被保険

者が地域において自立した日常生活を営むことができるよう，包括的かつ継続的

な支援を行う事業 

（第４号から第６号まで省略） 

（第３項から第５項まで省略） 

（会議） 

第１１５条の４８ 市町村は，第１１５条の４５第２項第３号に掲げる事業の効果的

な実施のために，介護支援専門員，保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する

者，民生委員その他の関係者，関係機関及び関係団体（以下この条において「関係

者等」という。）により構成される会議（以下この条において「会議」という。）を

置くように努めなければならない。 

２ 会議は，要介護被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者（以下この項に

おいて「支援対象被保険者」という。）への適切な支援を図るために必要な検討を

行うとともに，支援対象被保険者が地域において自立した日常生活を営むために必

要な支援体制に関する検討を行うものとする。 

３ 会議は，前項の検討を行うため必要があると認めるときは，関係者等に対し，資

料又は情報の提供，意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。 
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４ 関係者等は，前項の規定に基づき，会議から資料又は情報の提供，意見の開陳そ

の他必要な協力の求めがあった場合には，これに協力するよう努めなければならな

い。 

（第５項及び第６項省略） 


